○○　戦後期の観光政策
戦前において外客誘致を中心に国際に限定されていた政策概念の観光が、国内も含めたものに変わるのは戦後復興期においてである。 戦争終了直後は外貨獲得が国是であり、観光バス事業も専ら駐留軍将兵向けということで開始された。復興とともに一般貸切旅客自動車等の免許基準が大幅に緩和されたが、「観光事業の重要性に名をかり、不健全な遊覧、行楽に貴重な燃料を消費しない」という条件がつけられていた。このことは観光を冠したバス会社が数多く設立されたことが背景にあるとされ、日本人の国内観光に使用されていたわけである。
国内資源開発を念頭に 1949 年制定された国土総合開発法においても、法定計画事項として「観光資源の保護、施設の規模及び配置」を規定した。
1948 年に旅館業法及び温泉法、1949 年に国際観光事業の助成に関する法律、通訳案内業法及び国際観光ホテル整備法、1952 年に旅行あっ旋業法等の観光に関する基本的な法律が制定された。今日まで有効な「「楽しみ」のための旅」に関連する法制度はこの時期にほぼ整備されており、旅行あっ旋業法以外はその後今日に至るまで大きな制度変更はなかったといえる。
戦後復興期に制定されたこれ等の「「楽しみ」の旅」に関連する法制度は外客誘致による外貨獲得を目的とするものが中心であった。外貨獲得は厳しい為替管理等に関する国策として国の行政機関の手により進められてきた。
観光資源の再整備の動きも活発化し、1946 年伊勢志摩が国立公園に指定され、1948 年には厚生省のなかに国立公園部が設置された。1949 年には国立公園法が改正され、景観維持と利用(観光等)の調和が公園計画により図られることなった。なお、文化財を総合的に規定する法制度は法隆寺失火事件を契機に制定された文化財保護法であり、1950 年議員提案により制定されたが、文化財を観光資源とする認識が同法提案理由説明から伺える。なお、戦後復興期における観光政策の立案過程状況は国井富士利の一連の著作等により知り得る。
厚生省の行政は、内務行政の一環であり、その字句「厚生」がレクリエーションの訳語として用いられたことは、国内観光事業が厚生省行政の中でも進められることをも意味していた。国立公園行政や温泉行政、宿泊行政等がその典型であった。しかし観光政策として正式に認知されるまでには至らないうちに戦時体制が強化され、ハイキング、厚生、保健、休養等の字句を超えてまでには字句「観光」は使用されることはなかったのではないかと思われる。この影響は、戦後も継続し、厚生省に関連する国内観光行政において、字句「観光」が法令等厚生行政文書に登場することはなく、「ソーシャル・ツーリズム」等に代表される用例が登場したのではないかと思われる。厚生省50年史には「我が国の国民生活が安定を取り戻した昭和20年代後半から所和30年代初めにかけて、勤労者・青少年層の観光旅行（当時ソーシャルツーリズムと呼ばれた）型の野外レクリエーションに対する志向が高まった。これを受けて、自然公園行政の上では、野外レクリエーション施策として・・・・が開催された。一方、宿泊休養施設としては、昭和31年に「国民宿舎」が、また、昭和35年には「国民休暇村」がそれぞれ誕生した。」（p.1169）「昭和40年代に入ると、国民のレクリエーション志向は、宿泊利用はもとより日帰り型も多くなったので、昭和42年には日帰り休養施設として地域住民の利用をも考慮した「国民休養センター」の建設が始まった」（p.1170）「最初の「国民保養温泉地」として青森県酸ケ湯温泉、栃木県日光温泉、群馬県島温泉の三箇所が指定された」（p.1171）と記述されている。レクリエーション、ソーシャル・ツーリズムを超えた展開が可能となったのは1980年代に入ってからであり、総合保養地域整備法（リゾート法）の制定まで待たなければならなった。同法は自民党と社会党による55年体制の下ではそれまで取り扱われなかった休暇制度も含めた総合的な政策の一環として実施されたにもかかわらず、結果において金融政策、環境政策面での否定的評価が強調され、統合的な国内観光政策面での研究が行われなかったこともあり、国内観光政策研究の遅れる原因となった。
今日においても宿泊行政は旧内務省の流れを引く厚生労働省所管業務であり、国土交通省は外客誘致が所管行政であるが、世間への理解が浸透しておらず、旅館施設の耐震構造強化等の課題について総合的な地域観光行政が展開されるにあたっての障害となっている。
日本における「「楽しみ」のための旅」概念について、古くは17世紀の御蔭参りも「「楽しみ」のための旅」概念に該当するものと考える説もあるが、西洋と同様に遅くとも18世紀には存在したのではないかと思われる。この「「楽しみ」のための旅」概念をあらわす字句として「遊覧」に代表されるものが常識的に使用され、今日でも使用されている。「遊覧」は中国の「旅游」同様に概念をイメージし易い字句であるが、日本においては国際観光局設立を契機に字句「観光」の使用に収斂していった。しかしながら「「楽しみ」のための旅」概念は今もなお字句「観光」からはイメージしにくいものである。

字句「観光」にあらわされる「「楽しみ」のための旅」概念は、越（国）境概念を前提とした政策概念から、次第に国内観光を含むものへと変化し、最終的には内外無差別使用に落ち着いた。一般的に国内観光を含め始めるようになった時期はおおむね1930年の国際観光局設立を契機としているが、その時期には幅があるであろうし、時期が本質的な問題ではない。しかしながら1930年代、特に後半は建前として「娯楽」をはばかる風潮が発生し、字句「観光」のもとに国内観光を標榜しづらい時代であった。そのため字句「保養」「厚生」のもとに国内観光が展開された面が強かった。

この字句「観光」を忌避する傾向は戦後の国内観光政策にまで影響し、農林水産行政においては、1994年に農山漁村滞在型余暇活動のための基盤整備の促進に関する法律が成立し、同法において「農山漁村滞在型余暇活動」を定義付けしている。見事なぐらいに字句「観光」を忌避して造語している。むしろ研究者のほうが無頓着にアグリツーリズム等の字句「ツーリズム」を使用していた。この姿勢は、省庁の枠を超えた総合法である総合保養地域整備法においても継続し、俗称も「リゾート法」であった。
字句「観光」が付された行政組織が存在した運輸省設置法には「運輸に関連する観光」と「運輸に関連する」という限定が付されていたものの、字句「観光」が実定法において使用されることは少なかったと言える。2001 年中央省庁改革法により国土交通省が設置され「観光地及び観光施設の改善その他観光の振興に関すること」が国土交通省の所掌事務とされ、観光に関する限定が外された。しかしながら概念「観光」が字句「観光」をもって、しかも国内観光も含めた内外無差別のものとして省庁の垣根を越えて政府全体で使用されるようになるには、2003年の自由民主党総裁小泉純一郎と保守新党代表ニ階俊博の間における政策合意事項に観光立国・観光立県を実現することが含まれたことを契機としてからである。

その一方で「「楽しみ」のための旅」概念に関する科学的論議が研究者間で進展しないなか、字句「観光」を忌避する傾向が研究者の間で蔓延し始めた。字句「観光」では概念「観光」を説明しきれないとの口実のもとに昭和期以前はほとんど使用されなかった字句「ツーリズム」を積極的に使用する傾向が強くなっていった。朝日、読売新聞記事による検索結果ではこの傾向が明確にあらわれている。しかし、「「楽しみ」のための旅」概念の研究は言葉をカタカナに変えたくらいでは進展しないであろう。

